
 

11月 19日に、松涛美術館総合改修工事現場（元請・㈱

竹中工務店）で、現場従事者 20 人にアンケート活動を取

り組みました。 

 

竹中工務店は、公契約条例

現場が川崎市に続き 2回目と

なり現場説明は徹底されて

いました。「現場説明会を受

けた」との回答が 15 人／率

75%と高くなりました。条例

の効果が発揮されているこ

とを物語っています。 

 「公契約条例は必要だと思いますか」の質問に対し、「必

要だと思う」回答が 12人／60%で過半数を超えました。 

 

しかし、「条例内容わからない」回答が 8人／40%おり、

「条例の説明は受けたが、内容がわからない」と言う回答

が多くありました。「下限報酬額よ

り高いか低いか」については、「わ

からない」が 10人／50%で一番多

く、条例内容と下限報酬額を一人

一人がわかる資料が配布されてい

ないこと、下限報酬額を表記した

ポスター等が圧倒的に尐ない結果だと思います。 

 

 「条例現場で賃金が上がったか」の質問では、「上がっ

た」との回答が 2人あり、条例の効果が出ています。ただ

し、「下がった」人も 1人あり条例の徹底が必要です。 

 

建設業退職金共済（略称／建退共）への加入質問に対し

て、「加入していない」11 人

／55％、「知らない、わからな

い」8 人／40％で、9 割を超

える労働者が加入しておらず、

制度も知らないことが判明し

ました。現場に「建退共シー

ル」が貼付してあったかどう

か不明です。 

 公共現場では「建設業退職金シール」を貼付し、加入指

導と証紙の貼付を行うよう国交省が指導し、竹中工務店も

企業交渉で回答しています。自治体もチェック体制を強化

するよう申し入れる必要があります。 

 

条例の改善点の提案⇒ 

ア、現場説明会で「説明用のパンフ」を作成し全員に配布して

もらいたい。 

パンフ内容は、条例内容、下限報酬額、自分の貰っている賃

金と下限報酬額を比較できる計算書、異議申し立ての仕方、

などがわかりやすくかかれたもの。 

イ、ポスターの数を増やす。大きさももっと目立つ色に改善。

下限報酬額等をみんなが見える大きさへの改善。 

ウ、ポスター等の掲示物を写真撮影し、区に提出させてもらい

たい。 

エ、現場外に「この現場が渋谷区公契約条例現場」だと言うこ

とがわかる掲示表の作成と、公契約条例を住民に説明した

文書の掲示。 

「建設業退職金」制度の改善点の提案⇒ 

ア、自治体として、元請に対し「建退共」への加入指導を行

い、現場に「建退共シールを貼付」し、職人に証紙の貼付を

行い、自治体に「現場で説明会を実施したか」「何枚の証紙

を貼付したか」「新規に加入した労働者数」「加入していない

労働者数」等を報告書の提出を義務化する必要がありま

す。 

イ、現場で「建退共説明会」を実施することを義務付ける。 
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 11 月 26 日に「大幅賃

上げ、標準見積書請求」

説明会&交流集会を渋谷

支部会館で行い、大手ゼ

ネコンの 2 次、3 次下請

事業者5社を含む30人が

参加し、熱心な議論が行

われました。 

 また、当日は杉並支部から小田賃金対策部長をはじめ 2

支部の書記局員も参加されました。 

 

 熱絶縁工事をする２次下請の事業主は、「サブコンの仕

事をしているが、ギリギリの線で見積りを出し、ハラハラ

しながらやっている」のが現状。 

 また、電気工事の 1次下請の事業主は「一社でやろうと

すれば簡単につぶされてしまう」「材料請負の場合何千万

円にもなり、そこに法定福利費 15％の金額を上乗せして請

求することが可能なのか」、解体工事業の業者から「法定

福利費を請求しても、他の項目で切られれば同じ。難しい」

のではという話が出されました。 

 

 管工事と消火設備工事で、デパート・ホテル現場の工事

を行っている事業所から「元請から社保加入調査があり、

急いで入れた。法定福利費は請求していない」、また建築

設計管理を行う事務所から「施工業者には社会保険加入を

徹底するよう指導しているが、他社の看板を背負って現場

に入ってしまい、発注者の立場で締め付けるのも現実的に

は難しい」との発言がありました。 

 

 解体業の事業主から「建設業全体で、景気が良いと答え

たのは 20%しかいない」「商売は儲かってはじめて商売で

ある。利益が出れば法廷福利費はかけられる」「オリンピ

ックまでが請求のチャンス」ではないかとの意見。 

 電気業の社長から、「現場はシニアクラスが多く、20 代

は尐ない、今は仕事が多いので尐し強きでやっていけるの

ではないか」 

 伊藤賃金対策部長から「法定福利費は憲法に保障された

権利であり、値引きをしてはいけない部分」という提案が

ありました。 

 

 

 杉並支部小田部長より「1 社ではつぶされるが、みんな

で協力して請求すれば上も動く」と言う発言がありました。 

佐藤書記次長より「鉄骨

の 2 次下請業者が元請に 4

千円の単価アップを請求し、

9 月に千円アップとなり、

残り 3 千円についても面倒

を見ると言われた。」「ガラ

ス業者で元請に法定福利費

分を請求したら、要求が通った。」という経験報告が出さ

れました。 

 

支部の佐藤書記長よ

り、「今建設産業は魅力

のない産業になってし

まっている。建設産業は

地域になくてはならな

い産業であり、若者が希

望持てる産業にしてい

くため働くルールを確

立していくことが急務

の課題。渋谷区長もなく

てはならない産業だと

言っている。そういう人

達、団体・業界・業者と

の共同の輪を広げてい

かなくてはならない。」 

「多くの仲間に呼び

かけ、都内全域で、全国

規模で「大幅賃金引上

げ」と、「法定福利費」

別枠支払のルール化を

勝ち取っていきましょ

う。」と、あいさつがあ

りました。 

 みなさん、一緒に請求

する仲間を増やし、声を

あげ、請求していきまし

ょう。情報お寄せ下さい。 

 

松涛美術館工事現場アンケート調査結果

●アンケート総数　２０人分 20

設問内容 人数 比率

受けた 15 75.0%

受けてない 3 15.0%

回答なし 2 10.0%

必要だと思う 12 60.0%

思わない 0 0.0%

わからない 8 40.0%

上だと思う 7 35.0%

下だと思う 1 5.0%

同じくらい 2 10.0%

わからない 10 50.0%

上がった 2 10.0%

変わらない 11 55.0%

下がった 1 5.0%

不明 6 30.0%

一日何円

⑥下がった人はいくら下がりましたか

一日何円

加入している 1 5.0%

加入していない 11 55.0%

知らない、わからない 8 40.0%

加入している 7 35.0%

未加入 11 55.0%

元加入していた 2 10.0%

⑧組合に加入していますか

⑤上がった人はいくらぐらい上がりましたか

２０１３年１１月１９日（火）

調査職種／防水工、内装工、電工、交通誘導
員、管工事工、石工、配管保温工２、はつり工１

①公契約条例の説明は受けましたか

②公契約条例は必要だと思いますか

③あなたの日給は下限報酬より上ですか、
下ですか

◎受注企業／竹中工務店㈱

④条例現場で賃金は上がりましたか、下が
りましたか

⑦建設業退職金共済制度に加入していますか

 


